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 東日本旅客鉄道株式会社 社長の深澤です。

 2019年度決算は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を非常に大きく受けま
した。

 今後の影響が不透明であり、現時点では合理的な見積もりをもって業績を見通
すことができないことから、2020年度業績予想の公表を見送ることとしました。
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 はじめに、新型コロナウイルス感染症拡大による影響と当面の経営方針につ
いて説明します。
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 2019年度は連結ベースで約940億円、単体ベースで約690億円の減収となりまし
た。

 2020年4月に入り、政府の緊急事態宣言の発令により、鉄道営業収入はさらに
厳しい状況です。

 「早め、多め、長め」の資金調達方針で、3～4月にCP・社債を発行しました。
グループ会社の資金はCMSで一体で管理、確保しています。

 なお、今回は自己株式の取得を見送ることとし、配当は今後の業績予想を踏ま
えて決定します。
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 当面の経営方針として以下の3本の柱を掲げます。

 1点目は、社会的使命の完遂です。

 現在、あらゆる手段を講じて感染防止対策を実施しています。今後も、必要な
輸送の確保やサービスの提供に取り組み、当社の病院や当社グループのホテ
ルの提供を通じて、社会的貢献も行います。

 2点目として、「変革」の歩みは止めません。

 今後大きな環境変化が見込まれる中、必要な成長投資やイノベーション投資
はしっかりと実行します。一方、安全確保は前提ですが、2020年度計画は維持
更新投資を中心に見直します。

 3点目は、収束後の移動需要の早期回復です。

 政府と連携した商品の提供や、地元の方々と一緒になった観光振興の取組
み、さらには輸送サービス、生活サービス、IT・Suicaサービスを横断したJRE
POINTの施策も実施します。
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 続きまして、当社グループ経営ビジョン「変革2027」の進捗状況をお話しします。
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 「変革2027」公表時において、2022年度数値目標を掲げていますが、今回、こ
の目標は変えることなく、引き続き達成にむけて取組みを進めていきます。
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 運輸事業です。

 2021年度は東北デスティネーションキャンペーンとあわせて、東京オリンピック・

パラリンピック大会もあるため、インバウンド需要の取込みを含めた大きな流動
の波を作ります。

 2020年3月の新幹線eチケットサービス開始により、自社新幹線のチケットレス
利用率は17％まで伸びました。チケットレスの取組みをさらに進めることで、駅
の役割も変えたいと考えます。
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 続いて、運輸事業の費用です。

 修繕費は、省メンテナンス化やCBMなど新技術の導入により、3,000億円程度で
のコストコントロールを継続します。

 物件費その他は、今後、部外委託費やJRE POINTに関する経費、情報処理費な
どの増もありますが、コストダウン施策を進めます。
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 流通・サービス事業です。

 「既存店の磨き上げ」について、2016年度～2018年度において約3%の伸びとなり

ました。また、今年度に全体開業する「グランスタ東京」は、通常稼働時ベースで
年間収益として150億円を見込みます。

 また、「Eコマース」の進展で「JRE MALL」会員数100万人を目指します。
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 不動産・ホテル事業です。

 「既存店の磨き上げ」としてJRE POINTのロイヤルカスタマー戦略を推進します。

また、今年度は竹芝・横浜・川崎が順次開業し、通常稼働時ベースで年間収益
230億円を見込みます。

 さらに、住宅関連事業や不動産事業の展開、強化にも取り組みます。
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 その他の事業です。

 IT・Suica事業は2019年度の営業収益が630億円の実績となり、直近、3年間で
約1.3倍になっています。

 モバイルSuicaの活用や、JRE POINT会員数の更なる拡大を通じて、IT・Suica事
業を伸ばします。
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 MaaS、Suica、データマーケティングに関する主な取組みです。

 MaaSは、都市型および観光型を進めていますが、今後も拡大、強化します。

 Suicaは、新幹線eチケットサービスを開始しましたが、今後えきねっとと連携しま
す。また楽天ペイとの連携や地域連携ICカードのサービス拡大も準備していま
す。

 JRE POINTは、会員拡大のために、輸送サービス、生活サービス、IT・Suicaサー
ビスを組み合わせて、新しいプログラムを提供していきます。

 以上3つのサービスから得られるデータを融合して、お客さま一人ひとりのニー
ズに応じたサービスを実現するために、早期に推進体制を立ち上げます。
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 2024年度に品川開発プロジェクトの1～4街区の街びらきを予定しています。

 予定事業費は約5,500億円、年間収益見込みは約500億円、IRRは10％以上を
見込んでおり、事業採算性をしっかり確保していきたいと考えます。

 街づくりでは、新技術の導入を通じてモビリティを含めた様々なサービスを提供
し、テナントの皆さまとの共創型まちづくりを実現させ、さらに、環境面では水素
社会の実現も含めて取り組みます。

 2023年度以降、大井町、新宿、大宮などの開発を進めていきます。
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 新型コロナウイルス収束後の社会には、不可逆的な構造変化がもたらされると考
えます。

 この大きな変化に対応するために、「変革2027」で示した様々な取組みを一層ス
ピードアップさせ、かつ新たな打ち手を実行することが必要です。

 1点目のポイントとして、お客さまの行動や価値観の変化に対応した新たなサー
ビスを提供していくために、成長戦略を再構築していきます。

 2点目のポイントとして、経営体質の抜本的強化として、特に固定費割合の高い
鉄道事業の経営体質を見直していきます。

 例えば、通勤ラッシュがテレワーク・オフピークにより大きく変われば、定期券と
いったサービスのあり方、ラッシュを前提とした運転本数、車両の配置なども変え
ていく必要があります。

 「ヒトを起点としたサービスの提供」という考え方を引き続きベースに据えて、「変
革2027」の取組みを加速させながら、来たる大きな変化にしなやかに対応し、グ
ループ一丸となってこの難局を乗り切っていきます。
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 常務取締役の喜㔟です。

 2020年3月期決算について説明します。
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 単体決算は減収減益となりました。

 新型コロナウイルスや台風19号の影響により運輸収入が減収となるなど、営
業収益は8期ぶりの減収となりました。

 単体決算における新型コロナウイルスの影響は、運輸収入で約670億円の
減収、その他の収入で約20億円の減収でした。

 また、物件費の増加や台風19号に係る特別損失の計上などにより全ての利
益が減益となりました。

 今後の収入動向が極めて不透明であり、現時点では合理的な見積もりを
もって今期業績を見通すことはできないため、2021年3月期の業績予想につ
いては公表を見送ることとしました。
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 鉄道運輸収入の実績と主な増減要素です。

 鉄道運輸収入は対前年で639億円の減となりました。

 このうち、新型コロナウイルスの影響が670億円、台風19号の影響が140億
円あったと考えています。
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 営業費用の実績と2021年3月期のポイントです。

 営業費用は対前年で455億円の増となりました。

 人件費は社員数減等により減少となりましたが、物件費その他において、
部外委託関係、次世代新幹線「ALFA-X」の走行試験、損害保険料、JRE
POINT施策等の増要因がありました。

 2021年3月期について、営業費用の見通しの公表は見送りますが、ポイント
を記載しています。
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 連結決算です。

 2020年3月期は、減収減益となりました。

 また、その他の事業は増収増益となりましたが、運輸事業、流通・サービス事業、
不動産・ホテル事業は減収減益となりました。

 なお、単体と同様に2021年3月期の業績予想は公表を見送ることとしました。
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 運輸事業の実績です。

 2020年3月期は、新型コロナウイルスや台風19号の影響により当社の運輸収
入が定期外収入を中心に減少したことなどにより、減収減益となりました。
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 流通・サービス事業の実績です。

 2020年3月期については、新型コロナウイルスの影響により売上が減少したグ
ループ会社が多く、減収減益となりました。
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 不動産・ホテル事業の実績です。

 2020年3月期については、新型コロナウイルスの影響により賃料収入などが
減となったグループ会社が多く、減収減益となりました。
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 その他の事業の実績です。

 2020年3月期については、IC関連機器の販売や電子マネー収入が増加した

ことなどにより、増収増益となりました。
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 営業外損益、特別損益の実績は、掲載のとおりです。
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 キャッシュ・フローの実績は、掲載のとおりです。
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 設備投資の推移です。

 2020年3月期は対前年1,107億円増の7,406億円の実績でした。

 特に、成長投資が前年より大きく増加しました。



28

 連結有利子負債残高の推移です。
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 以下は参考資料です。

 各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載していますので、ご参照
ください。
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